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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第73期
第１四半期
累計期間

第74期
第１四半期
累計期間

第73期

会計期間
自　2014年４月１日
至　2014年６月30日

自　2015年４月１日
至　2015年６月30日

自　2014年４月１日
至　2015年３月31日

売上高 （千円） 1,037,647 1,068,959 4,015,961

経常利益 （千円） 13,756 74,676 20,406

四半期（当期）純利益 （千円） 44,185 70,288 119,092

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 595,916 595,916 595,916

発行済株式総数 （株） 4,605,760 4,605,760 4,605,760

純資産額 （千円） 1,556,691 1,639,562 1,588,753

総資産額 （千円） 4,402,630 4,403,836 4,440,960

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 11.44 18.20 30.84

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 5.00

自己資本比率 （％） 35.4 37.2 35.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 2,087 △22,997 96,183

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 39,220 △46,496 83,365

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △89,537 △66,571 △188,749

現金及び現金同等物の四半期末

(期末)残高
（千円） 1,148,182 1,055,544 1,190,857

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものです。

 

(1）業績の状況

　当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、政府日銀による金融緩和策等により企業の収益回復、雇用環境の

改善が続く中で個人消費の改善傾向が続き、景気は緩やかな回復傾向で推移いたしました。しかしながら、中国経

済の減速やユーロ圏における南北対立など、世界的な景気の下振れ懸念をかかえております。

　このような環境下、当社は、自動車分野、医療・食品分野、コンビニエンス向け設備、遊技部品等の産業資材分

野の顧客領域に、当社独自技術「RHCM(高速ヒートサイクル成形）技術」を主軸とする高い技術力を武器に営業を

積極展開してまいりました。

　このような取り組みにより、当第１四半期累計期間の売上高は10億68百万円（前年同四半期期比3.0％増）とな

りました。収支は、貸倒引当金戻入額の計上で販売費及び一般管理費が47百万円減少したことから、営業利益77百

万円（前年同四半期比387.5％増）、経常利益74百万円（前年同四半期比442.8％増）、四半期純利益70百万円（前

年同四半期比59.1％増）となりました。

　各セグメントの状況は次のとおりです。

 

①　成形品セグメント

　本セグメントは、自動車、医療・食品、電機、産業資材分野の部品もしくは完成品を受注生産・販売するセグメ

ントです。

　当第１四半期累計期間における売上高について、自動車分野は、前期から量産を開始した自動車内装部品が順調

に推移し売上高は増加いたしました。医療・食品分野は、食品容器において既存製品の販売不振により減少したも

のの、医療機器が順調に推移したことから微増となりました。電機分野はエアコン部品の売上が減少したことによ

り大幅な減少となりました。産業資材分野はコンビニエンス向け設備の新規受注により大幅に増加いたしました。

　この結果、本セグメントの売上高は10億７百万円（前年同四半期比0.8％増）、セグメント利益は１億５百万円

（前年同四半期比6.4％増）となりました。

 

②　金型・技術セグメント

　本セグメントは、金型売上及び当社独自のRHCM技術を供与したライセンス収入や、顧客の要望により海外で生産

委託した売上からのコミッション収入、RHCM成形用の機械装置など技術資源を源としたセグメントです。

　当第１四半期累計期間における売上高については、医療・食品分野向けの医療機器部品用金型を新規受注したこ

とにより金型売上が大幅に増加いたしました。

　この結果、本セグメントの売上高は61百万円（前年同四半期比62.7％増）、セグメント利益は9百万円（前年同

四半期比579.2％増）となりました。

 

(2）財政状態の分析

　当第１四半期会計期間末の資産合計は、44億３百万円となり、前事業年度末に比べ37百万円減少しました。この

主な要因は、受取手形及び売掛金の増加80百万円があったものの、現金及び預金が１億35百万円減少したこと等に

よるものです。

　負債合計は、27億64百万円となり、前事業年度末に比べ87百万円減少しました。この主な要因は、１年内返済予

定の長期借入金が35百万円、流動負債その他が34百万円減少したこと等によるものです。

　純資産合計は、16億39百万円となり、前事業年度末に比べ50百万円増加しました。この主な要因は、利益剰余金

が50百万円増加したこと等によるものです。
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(3）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ１億35

百万円減少し、10億55百万円となりました。

 

　当第１四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　税引前四半期純利益の計上74百万円、減価償却費34百万円等の増加要因があったものの、売上債権の増加80百万

円、貸倒引当金の減少49百万円等の減少要因により、当第１四半期累計期間において営業活動の結果支出した資金

は22百万円（前年同四半期は２百万円の収入）となりました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　有形固定資産の取得による支出46百万円等の減少要因により、当第１四半期累計期間において投資活動に用いた

資金は46百万円（前年同四半期は39百万円の収入）となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　長期借入金の返済による支出50百万円、配当金の支払額15百万円により、当第１四半期累計期間において財務活

動に用いた資金は66百万円（前年同四半期は89百万円の支出）となりました。

 

(4）対処すべき課題

　当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

　当第１四半期累計期間における研究開発活動の金額は、11百万円であります。

　なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,000,000

計 15,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2015年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2015年８月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,605,760 4,605,760

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数1,000株

計 4,605,760 4,605,760 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2015年４月１日～

2015年６月30日
－ 4,605,760 － 595,916 － 742,246

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2015年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

 2015年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 744,000 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,855,000 3,855 －

単元未満株式 普通株式 6,760 － 1単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 4,605,760 － －

総株主の議決権 － 3,855 －

　（注）単元未満株式数には、当社所有の自己株式89株が含まれております。

 

②【自己株式等】

 2015年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

小野産業株式会社
栃木県栃木市

西方町本郷600
744,000 － 744,000 16.15

計 － 744,000 － 744,000 16.15

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、四半期財務諸表等規則第４条の２第２項により、四半期キャッシュ・フロー計算書を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（自2015年４月１日　至2015年

６月30日）及び第１四半期累計期間（自2015年４月１日　至2015年６月30日）に係る四半期財務諸表について、有限

責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2015年３月31日)
当第１四半期会計期間
(2015年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,190,857 1,055,544

受取手形及び売掛金 1,187,123 1,267,747

商品及び製品 121,531 131,414

仕掛品 89,443 69,485

原材料及び貯蔵品 91,670 93,701

その他 21,942 22,069

貸倒引当金 △49,169 －

流動資産合計 2,653,400 2,639,961

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 813,068 801,073

機械及び装置（純額） 185,968 174,549

土地 249,342 249,342

その他 72,370 69,096

有形固定資産合計 1,320,750 1,294,061

無形固定資産 5,787 5,587

投資その他の資産   

投資有価証券 17,707 18,129

投資不動産（純額） 236,947 236,809

保険積立金 176,669 179,788

その他 29,697 29,497

投資その他の資産合計 461,021 464,225

固定資産合計 1,787,559 1,763,874

資産合計 4,440,960 4,403,836
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(2015年３月31日)
当第１四半期会計期間
(2015年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 798,007 808,559

短期借入金 1,295,000 1,295,000

1年内返済予定の長期借入金 155,785 120,416

未払法人税等 10,488 5,800

賞与引当金 23,000 15,000

その他 200,551 165,881

流動負債合計 2,482,832 2,410,657

固定負債   

長期借入金 253,580 238,160

退職給付引当金 45,486 44,181

役員退職慰労引当金 58,371 59,842

その他 11,937 11,432

固定負債合計 369,374 353,616

負債合計 2,852,206 2,764,273

純資産の部   

株主資本   

資本金 595,916 595,916

資本剰余金 744,503 744,503

利益剰余金 544,126 595,106

自己株式 △298,219 △298,219

株主資本合計 1,586,326 1,637,306

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,426 2,255

評価・換算差額等合計 2,426 2,255

純資産合計 1,588,753 1,639,562

負債純資産合計 4,440,960 4,403,836

 

EDINET提出書類

小野産業株式会社(E00870)

四半期報告書

10/21



（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期累計期間
(自　2014年４月１日
　至　2014年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　2015年４月１日
　至　2015年６月30日)

売上高 1,037,647 1,068,959

売上原価 937,364 954,480

売上総利益 100,283 114,478

販売費及び一般管理費 84,402 37,063

営業利益 15,881 77,414

営業外収益   

受取利息 97 81

受取配当金 62 87

受取賃貸料 4,096 4,053

その他 2,876 916

営業外収益合計 7,132 5,138

営業外費用   

支払利息 8,645 6,975

その他 611 901

営業外費用合計 9,257 7,877

経常利益 13,756 74,676

特別利益   

固定資産売却益 157 280

投資有価証券売却益 34,158 －

特別利益合計 34,316 280

特別損失   

固定資産除却損 0 －

特別損失合計 0 －

税引前四半期純利益 48,072 74,957

法人税、住民税及び事業税 3,887 4,668

法人税等合計 3,887 4,668

四半期純利益 44,185 70,288
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第１四半期累計期間
(自　2014年４月１日
　至　2014年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　2015年４月１日
　至　2015年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 48,072 74,957

減価償却費 39,197 34,598

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,085 △49,169

賞与引当金の増減額（△は減少） 9,000 △8,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,383 △1,304

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,471 1,471

受取利息及び受取配当金 △159 △169

支払利息 8,645 6,975

固定資産除売却損益（△は益） △157 △280

投資有価証券売却損益（△は益） △34,158 －

売上債権の増減額（△は増加） △51,613 △80,623

たな卸資産の増減額（△は増加） △15,178 8,044

仕入債務の増減額（△は減少） △26,953 10,552

その他 36,364 △5,476

小計 14,233 △8,425

利息及び配当金の受取額 159 172

利息の支払額 △8,677 △6,987

法人税等の支払額 △3,627 △7,757

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,087 △22,997

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △8,310 △46,346

有形固定資産の売却による収入 157 400

投資有価証券の取得による支出 △654 △676

投資有価証券の売却による収入 47,827 －

その他 201 126

投資活動によるキャッシュ・フロー 39,220 △46,496

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △89,537 △50,789

配当金の支払額 － △15,782

財務活動によるキャッシュ・フロー △89,537 △66,571

現金及び現金同等物に係る換算差額 △139 752

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △48,367 △135,313

現金及び現金同等物の期首残高 1,196,549 1,190,857

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,148,182 ※ 1,055,544
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第１四半期累計期間
（自　2014年４月１日
至　2014年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　2015年４月１日
至　2015年６月30日）

現金及び預金勘定 1,148,182千円 1,055,544千円

現金及び現金同等物 1,148,182 1,055,544

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自2014年４月１日　至2014年６月30日）

　配当金支払額

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自2015年４月１日　至2015年６月30日）

　配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり

配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2015年６月23日

定時株主総会
普通株式 19,308 ５ 2015年３月31日 2015年６月24日 利益剰余金

 

（持分法損益等）

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　Ⅰ　前第１四半期累計期間（自2014年４月１日　至2014年６月30日）
報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 成形品 金型・技術 調整額
四半期損益計算
書上計上額
（注）

売上高     

外部顧客への売上高 999,883 37,764 － 1,037,647

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － －

計 999,883 37,764 － 1,037,647

セグメント利益 98,932 1,350 － 100,283

（注）セグメント利益の合計額は、四半期損益計算書の売上総利益と一致しております。

 

　Ⅱ　当第１四半期累計期間（自2015年４月１日　至2015年６月30日）
報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 成形品 金型・技術 調整額
四半期損益計算
書上計上額
（注）

売上高     

外部顧客への売上高 1,007,504 61,454 － 1,068,959

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － －

計 1,007,504 61,454 － 1,068,959

セグメント利益 105,303 9,175 － 114,478

（注）セグメント利益の合計額は、四半期損益計算書の売上総利益と一致しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前第１四半期累計期間
（自　2014年４月１日
至　2014年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　2015年４月１日
至　2015年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 11円44銭 18円20銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 44,185 70,288

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 44,185 70,288

普通株式の期中平均株式数（株） 3,862,600 3,861,671

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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（重要な後発事象）

（高島株式会社による当社株式に対する公開買付けに関する意見表明及び資本業務提携について）

当社は、平成27年８月13日開催の取締役会において、高島株式会社（以下「公開買付者」といいます。）による当社

の普通株式（但し、当社が所有する自己株式を除きます。以下「当社株式」といいます。）に対する公開買付け（以下

「本公開買付け」といいます。）に関して、賛同の意見を表明するとともに、当社の株主の皆様に対して、本公開買付け

に応募することを推奨する旨の決議をいたしました。

なお、当社の上記取締役会決議は、公開買付者が本公開買付け及びその後の一連の手続を経て、当社を完全子会社化

することを企図していること及び当社株式が上場廃止となる予定であることを前提としております。

また、当社は、平成27年８月13日開催の取締役会において、公開買付者との間で資本業務提携契約（以下「本資本業

務提携契約」といいます。）を締結することを決議いたしました。

 

Ⅰ．本公開買付に関する意見表明について

1．公開買付者の概要

(1) 名称 高島株式会社

(2) 所在地 東京都千代田区神田駿河台２丁目２番地

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長　高島　幸一

(4) 事業内容
国内及び海外市場における建設資材、樹脂・繊維加工品の売

買、企画、製造、工事

(5) 資本金 3,801百万円

(6) 設立年月日 昭和６年12月１日

(7)

 

大株主及び持株比率

（平成27年３月31日現在）

高島取引先持株会　　　　　　　　　　　　　　　　　 8.57%

日本トラスティ・サービス信託　　　　　　　　　　　 5.83%

銀行株式会社

みずほ信託銀行株式会社　　　　　　　　　　　　　　 4.68%

東京海上日動火災保険株式会社　　　　　　　　　　　 4.51%

株式会社三井住友銀行　　　　　　　　　　　　　　　 3.98%

三井住友信託銀行株式会社　　　　　　　　　　　　　 3.86%

株式会社クラレ　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2.20%

日本証券金融株式会社　　　　　　　　　　　　　　　 1.80%

旭化成建材株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　 1.78%

松井証券株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　　 1.70%

(8） 当社と公開買付者の関係  

 資本関係 該当事項はありません。

 人的関係 該当事項はありません。

 取引関係 公開買付者は当社に対して資材の販売等を行っております。

 関連当事者への該当状況 該当事項はありません。
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2．本公開買付けの概要

(1) 買付け等の期間
平成27年８月14日（金曜日）から平成27年９月29日（火曜日）
まで（30営業日）

(2) 買付け等の価格
普通株式１株につき金403円
（以下「本公開買付価格」といいます。）

(3) 買付予定の株券等の数（注）
買付予定数           3,861,671株
買付予定数の下限     2,574,000株
買付予定数の上限         －　 株

(4) 公開買付開始公告日 平成27年８月14日（金曜日）

(5) 公開買付代理人 大和証券株式会社

（注）公開買付者は、本公開買付けが成立した場合に公開買付者が所有する当社の議決権数が当社の総議決権数の

３分の２以上となるよう2,574,000株を買付予定数の下限と設定しており、応募株券等の合計が買付予定数の

下限に満たない場合は、応募株券等の全部の買付けを行わないとのことです。他方、上記のとおり、本公開

買付けは、公開買付者が当社株式の全てを取得することを企図しておりますので、買付予定数の上限は設け

ておらず、買付予定数の下限（2,574,000株）以上の応募があった場合は、応募株券等の全ての買付けを行う

とのことです。

 

3．本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）

公開買付者は、当社を公開買付者の完全子会社とする方針であり、本公開買付けにより、公開買付者が当社株式の

全てを取得できなかった場合には、本公開買付けの成立後において、以下の方法により、公開買付者が当社株式の全

てを取得することを予定しているとのことです。

 

具体的には、本公開買付けの成立により、公開買付者が当社の総株主の議決権の10分の９以上を所有するに至った

場合には、会社法（平成17年法律第86号。その後の改正を含みます。以下同じです。）第179条に基づき、本公開買

付けに応募しなかった当社の株主（公開買付者及び当社を除きます。）の全員に対し、その有する当社株式の全部を

売り渡すことを請求（以下「株式等売渡請求」といいます。）する予定とのことです。株式等売渡請求においては、

当社株式１株当たりの対価として、本公開買付価格と同額の金銭を当社の株主（公開買付者及び当社を除きます。）

に対して交付することを定める予定とのことです。この場合、公開買付者は、その旨を当社に通知し、当社に対し株

式等売渡請求の承認を求めることになります。当社がその取締役会の決議により当該株式等売渡請求を承認した場合

には、関連法令の定める手続に従い、当社の株主の個別の承諾を要することなく、公開買付者は、当該株式等売渡請

求において定めた取得日をもって、本公開買付けに応募しなかった当社の株主（公開買付者及び当社を除きます。）

の全員からその所有する当社株式の全部を取得します。この場合、当該各株主の所有していた当社株式の対価とし

て、公開買付者は、当該各株主に対し、当社株式１株当たり本公開買付価格と同額の金銭を交付する予定とのことで

す。なお、当社は、公開買付者より株式等売渡請求がなされた場合には、当社の取締役会にてかかる株式等売渡請求

を承認する予定です。株式等売渡請求がなされた場合、会社法第179条の８その他の関係法令の定めに従って、当社

の株主は、その有する当社株式の売買価格の決定の申立てを行うことができる旨が会社法上定められています。

 

他方で、本公開買付けの成立により、公開買付者が当社の総株主の議決権の10分の９以上を所有するに至らなかっ

た場合には、公開買付者は、当社株式の併合を行うこと（以下「株式併合」といいます。）及び株式併合の効力発生

を条件として単元株式数の定めを廃止する旨の定款の一部変更を行うことを付議議案に含む臨時株主総会を開催する

ことを当社に要請する予定とのことです。なお、公開買付者は、当該臨時株主総会において上記各議案に賛成する予

定とのことです。当該臨時株主総会の開催時期については、本公開買付けに係る決済の開始日から２か月以内を目途

として開催する旨を本資本業務提携契約において合意しておりますが、具体的な手続及び開催時期等については、決

定次第、当社が速やかに公表する予定です。

当該臨時株主総会において株式併合の議案についてご承認をいただいた場合には、株式併合がその効力を生ずる日

において、本公開買付けに応募しなかった当社の株主は、当該臨時株主総会においてご承認をいただいた株式併合の

割合に応じた数の当社株式を所有することになります。株式併合をすることにより株式の数に１株に満たない端数が

生じるときは、本公開買付けに応募しなかった株主に対して、会社法第235条その他の関連法令の定めに従い、当該

端数の合計数（合計した数に１株に満たない端数がある場合には当該端数は切り捨てられます。以下同じとしま

す。）に相当する当該当社株式を当社又は公開買付者に売却することによって得られる金銭が交付されることになり

ます。なお、当該端数の合計数に相当する当該当社株式の売却価格については、当該売却の結果、本公開買付けに応

募されなかった当社の各株主（公開買付者及び当社を除きます。）に交付される金銭の額が、本公開買付価格に当該

各株主が所有していた当社株式の数を乗じた価格と同一になるよう算定した上で、当社に裁判所に対する任意売却許

可の申立てを行うことを要請する予定とのことです。また、当社株式の併合の割合は、本書提出日現在未定ですが、

公開買付者は、当社に対して、公開買付者が当社株式の全てを所有することになるよう、本公開買付けに応募されな
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かった当社の株主（公開買付者及び当社を除きます。）が所有する当社株式の数が１株に満たない端数となるように

決定するよう要請する予定とのことです。

株式併合がなされた場合であって、株式併合をすることにより株式の数に１に満たない端数が生じるときは、会社

法第182条の４及び第182条の５その他の関係法令の定めに従って、本公開買付けに応募しなかった当社の株主は、当

社に対し自己の所有する株式のうち１株に満たない端数となるものの全部を公正な価格で買い取ることを請求するこ

とができる旨及び当社株式の価格決定の申立てを行うことができる旨が会社法上定められています。

 

上記各手続については、関係法令についての改正、施行、当局の解釈等の状況、本公開買付け後の公開買付者の株

券等所有割合及び公開買付者以外の当社株式の所有状況等によっては、実施の方法及び時期に変更が生じる可能性が

あるとのことです。但し、その場合でも、本公開買付けに応募されなかった当社の各株主（公開買付者及び当社を除

きます。）に対しては、最終的に金銭を交付する方法が採用される予定であり、その場合に当該各株主に交付される

金銭の額については、本公開買付価格に当該各株主が所有していた当社株式の数を乗じた価格と同一になるよう算定

する予定とのことです。

なお、株式等売渡請求に関する売買価格の決定の申立て、又は株式併合についての株式買取請求に関する価格決定

の申立てがなされた場合において、当社株式の売買価格又は株式買取請求に関する価格は、最終的に裁判所が判断す

ることになります。

本公開買付けは、上記臨時株主総会における当社の株主の賛同を勧誘するものでは一切ないとのことです。また、

本公開買付けへの応募又は上記の各手続による金銭等の受領及び株式買取請求による買取り等の場合の税務上の取扱

いについては、株主の皆様において自らの責任にて税理士等の専門家にご確認いただきますようお願いいたします。

 

4．上場廃止となる見込み及びその事由

当社株式は、本日現在、株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）ＪＡＳＤＡＱスタン

ダード市場（以下「ＪＡＳＤＡＱ市場」といいます。）に上場されていますが、公開買付者は、本公開買付けにおい

て買付予定数の上限を設定していないため、本公開買付けの結果次第では、東京証券取引所の上場廃止基準に従っ

て、当社株式は、所定の手続を経て上場廃止となる可能性があります。また、本公開買付けの成立時点では当該基準

に該当しない場合でも、公開買付者は、本公開買付けの成立後に、「3．本公開買付け後の組織再編等の方針（いわ

ゆる二段階買収に関する事項）」に記載のとおり、当社株式の全ての取得を目的とした手続を実施することを予定し

ておりますので、その場合、当社株式は東京証券取引所の上場廃止基準に従い、所定の手続を経て上場廃止となりま

す。上場廃止後は、当社株式を東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場において取引することはできません。

 

Ⅱ．本資本業務提携契約について

当社は、平成27年８月13日付で、公開買付者との間で本資本業務提携契約を締結いたしました。本資本業務提携契

約に基づく提携の概要等は、以下のとおりです。

1．提携の内容等

（a）公開買付者と当社は、本公開買付けが成立することを条件として、相互にビジネスパートナーとして、大要以下の

分野における業務提携を行う。

（i）　技術・ノウハウの相互提供、共同研究開発

（ii） 販売チャネルの共有

（iii）人材交流

（b）当社は、（A）公開買付者が、本資本業務提携契約の締結日に、本公開買付けを実施する旨の取締役会決議を行った

場合には、本資本業務提携契約の締結日に、(i) 本公開買付けが実施された場合、本公開買付けに賛同し株主に対

して応募を推奨する旨の取締役会決議を行い、かつ、(ii) 公開買付者が本公開買付けを実施する旨を公表した場

合には、本公開買付けに賛同を表明し、かつ、当社の株主が本公開買付けに応募することを推奨する旨を東京証券

取引所の有価証券上場規程に従って公表し、また、(B) 本公開買付けの開始日において本公開買付けが開始され、

公開買付届出書が開示された後、法令に従いその旨を記載した意見表明報告書を提出すること。但し、本公開買付

けに賛同し株主に対して応募を推奨する旨の取締役会決議を行うことが、当社の取締役の善管注意義務に違反する

おそれがある場合はこの限りではない。

（c）当社は、本資本業務提携契約の締結日以降本公開買付けの決済が終了するまでの間、本公開買付けに賛同し株主に

対して応募を推奨する旨の取締役会決議を維持し、変更又は撤回しないこと。但し、本公開買付けに賛同し株主に

対して応募を推奨する旨の取締役会決議を維持することが、当社の取締役の善管注意義務に違反するおそれがある

場合はこの限りではない。
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（d）当社は、本資本業務提携契約の締結日以降本公開買付けの決済が終了するまでの間、(i) 善良なる管理者の注意を

もって、その事業を本資本業務提携契約の締結日以前と同様かつ通常の業務の範囲内において遂行するものとし、

(ii)配当又は中間配当を行わないこと。

（e）本公開買付けが成立した場合、本完全子会社化手続が完了するまでの間、当社は、(i) 善良なる管理者の注意を

もって、その事業を本資本業務提携契約の締結日以前と同様かつ通常の範囲内において遂行し、(ii) 配当又は中

間配当を行わず、(iii) 公開買付者が要請し、かつ、当社が当該要請を承諾した場合（但し、合理的な理由なく承

諾を留保しない。）には、公開買付者が別途指名し、あらかじめ書面（電子メールも含む。）により当社に通知す

る者（最大５名）を当社の取締役会（本完全子会社化手続に関する取締役会を除く。）にオブザーバーとして参加

させ、これらのオブザーバーによる取締役会以外の重要な会議への参加の可否及び条件について、公開買付者と別

途協議すること。

（f）本公開買付けが成立した場合において、公開買付者が本公開買付けを通じて当社株式の全てを取得することができ

なかったときは、公開買付者は、速やかに、当社に対し、本完全子会社化手続を実施するよう要請しなければなら

ないものとし、かかる要請があった場合、当社は、本公開買付けに係る決済が完了した日以降、公開買付者が別途

指定する時期に（本完全子会社化手続の実施に臨時株主総会の開催が必要となる場合、本公開買付けに係る決済の

開始日から２ヶ月以内を目途として臨時株主総会を開催するものとする。）、公開買付者の要請に従い、本完全子

会社化手続を行い、当社及び公開買付者は相互に、本完全子会社化手続に協力すること。但し、本完全子会社化手

続を実施することが、当社の取締役の善管注意義務に違反すると客観的に判断される場合はこの限りではない。こ

の場合、当社の取締役は公開買付者との間で事前に協議するものとする。

 

2．提携の相手先の概要

上記「Ⅰ．本公開買付けに関する意見表明について」の「1．公開買付者の概要」をご参照ください。

 

3．提携の日程

（1）  取締役会決議日   平成27年８月13日

（2）  本資本業務提携契約の締結日          平成27年８月13日

（3）  本公開買付けの開始          平成27年８月14日（予定）

（4）  本公開買付けの終了          平成27年９月29日（予定）

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2015年８月13日

小野産業株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 西村　克広　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 筑紫　　徹　　印

 

 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている小野産業株式会

社の2015年４月１日から2016年３月31日までの第74期事業年度の第１四半期会計期間（2015年４月１日から2015年６月30

日まで）及び第１四半期累計期間（2015年４月１日から2015年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期

貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、小野産業株式会社の2015年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。
 
強調事項

　重要な後発事象に、高島株式会社による会社株式に対する公開買付けに関する意見表明及び資本業務提携に関する事項

が記載されている。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
 
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しています。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

小野産業株式会社(E00870)

四半期報告書

21/21


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期財務諸表
	（１）四半期貸借対照表
	（２）四半期損益計算書
	第１四半期累計期間

	（３）四半期キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

